
国有財産近畿地方審議会の開催結果 
  

 

 

１．審議会の概要 

（１）名  称 第 136回国有財産近畿地方審議会 

（２）会  長   本荘 武宏（大阪ガス㈱ 取締役会長） 

（３）開催日時 令和7年 5月 22日（木）午前 10時 00分～10時 55分 

（４）開催場所 大阪市中央区大手前４丁目１番 76号 

    近畿財務局大会議室（大阪合同庁舎第４号館 8階） 

※ 議事録等は当局ホームページに後日掲載します。 

 

 

２．審議会の議事内容 

（１）会長互選等  委員の互選により会長が選任されました。また、会長の職務を

代理する会長代理が指名されました。（別紙参照） 

（２）審議事案    なし。 

（３）報告事案   ・宇治市に所在する普通財産の減額売払について 

・庁舎の使用調整について 

・国公有財産の最適利用（エリアマネジメント）について 
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Kinki Local Finance Bureau Ministry of Finance報告事項

【審議会付議事案の処理結果】

第１３６回国有財産近畿地方審議会

宇治市に所在する
普通財産の減額売払について



位 置 図

宇治市役所

宇治市

滋賀県
大津市

国土地理院地図（淡色地図）を加工して作成

京都市

処分財産

1



案 内 図

市街化調整区域
建ぺい率 ６０％
容  積  率 ２００％

市道 黄檗山手線

対象財産
7,906.63㎡

黄檗公園
墓 地

京都大学
グラウンド

河 川

宇治少年院跡地

配水池

2国土地理院地図(淡色地図)を加工して作成



実施済滋賀県

奈良県

大阪府

※宇治市調べ

未実施

宇治市

京都府

3

国土地理院地図（白地図）を加工して作成

（参考） 全国における公立中学校給食の実施率 98.4％
（文部科学省「令和5年度学校給食実施状況等調査(令和5年5月1日現在)」）

宇治市の近隣市町村における公立中学校給食の実施状況
（令和７年３月末現在）



整備予定地の選定

中学校の場所

②工業系の用途地域
   又は
  周辺環境への影響がない
  地域であること

工業系の用途地域

市街化調整地域

宇治市（略図）

主な幹線道路

①調理後喫食まで
   ２時間以内に提供可能な
場所であること。

整備候補地
（対象財産）

◎市役所
③調理等工程を
平面的に行う都合上、

   作業動線が十分に確保できる
   広さであること。

市街地

4国土地理院地図（淡色地図）を加工して作成



〇処理結果

所在地 数量
処分
相手方

利用計画 売払価格 契約日

宇治市

五ケ庄三番割

25番38

土 地 7,906.63㎡
（対象財産には、

立木竹・工作物を含む）

宇治市
学校給食
センター
敷地

163,557,000円 R6.6.25

【処理区分】減額売払

※

※ 国有財産特別措置法第３条に基づく減額率を適用した後の契約額。

ゴカショウ サンバンワリ

5

(参考)減額売払における法律上の優遇措置と是正後の措置

〇国有財産特別措置法（昭和27年法律第219号）（抜粋）
（減額譲渡又は貸付）
第３条 普通財産は、次の各号に掲げる場合においては、当該各号の地方公共団体又は法人に対し、時価からその五割以内を

減額した対価で譲渡し、又は貸し付けることができる。
一 地方公共団体において次に掲げる施設の用に供するとき。

イ、ロ(略)
ハ 学校教育法第一条に規定する学校の施設（学校給食の実施に必要な施設を含む。以下「学校施設」という。）
ニ～ワ(略)

用 途
法律上の
優遇措置

根拠法

優遇措置の是正

右記以外の財産
国が移転経費を
要した財産
物納財産など

介護施設、保育所、
医療施設、学校施設、

公営住宅 など

5割減額
売払

国有財産特別措置法
第3条

1/3 時価売払
2/3 5割減額売払

全面積時価売払



〇完成イメージ図

6

※宇治市提供



（国有財産法第10条に基づく調整）

報告事項

庁舎の使用調整について

第１３６回国有財産近畿地方審議会



Kinki Local Finance Bureau Ministry of Finance

使用調整について

【具体的な取扱い（霞が関に所在する庁舎除く）】 通達・・庁舎等使用調整計画の策定等について（平成19年1月11日財理第１号）

使用調整 10条調整

根拠 庁舎法第4条に基づく調整 国有財産法第10条に基づく調整

調整対象

面積

（通達）

① 2,000㎡以上

② 600㎡以上2,000㎡未満で、

延床面積に対して調整対象面積が

50％以上

① 150㎡以上600㎡未満

② 600㎡以上2,000㎡未満で

延床面積に対して調整対象面積が

50％未満

手続等

➢ 財務大臣が決定

➢ あらかじめ、財政制度等審議会に諮

り、その意見を聞かなければならない。

（庁舎法第4条）

➢ 財務局長が決定

➢ 事後に開催される国有財産地方審議会

に報告するものとする（通達）

➢ 官署の移転等の報告や実地監査により庁舎の空きスペース等が認められた場合には、庁舎等の
効率的な使用を推進するために、庁舎法第４条に基づき、財務大臣が省庁横断的な入替調
整（庁舎等使用調整計画）を行う。

使用調整とは

庁舎等を適正かつ効率的に使用するため、所管換、所属替、用途の変更その他の方法により、
その使用につき必要な調整をすること（庁舎法第2条第3項）

※庁舎法・・国の庁舎等の使用調整等に関する特別措置法

１



Kinki Local Finance Bureau Ministry of Finance

彦根地方合同庁舎の10条調整

所在地 滋賀県彦根市西今町58-3外2
敷   地  4,114.03㎡
建   物  建1,245.65㎡/延2,770.12㎡
入   居 彦根公共職業安定所ほか
             

狭あい及び民間借受の解消

【彦根地方合同庁舎】

移転に伴い合同庁舎に生じた空きスペース（805㎡）の有効活用

入居等予定官署 調整床面積 調整内容

彦根公共職業安定所 約210㎡
拡充

令和11年度予定

彦根労働基準監督署 約61㎡
拡充

令和11年度予定

滋賀労働局 約263㎡
入居（借受解消）
令和11年度予定

自衛隊滋賀地方協力本部
彦根地域事務所

約131㎡
入居（借受解消）
令和11年度予定

共用部分 約140㎡
拡充（会議室等）
令和11年度予定

２



Kinki Local Finance Bureau Ministry of Finance

彦根駅

大津地方検察庁彦根支部及び
旧彦根拘置支所

【大津地方検察庁彦根支部及び
旧彦根拘置支所】

国土地理院地図（淡色地図）
旧大津地方裁判所彦根支部

【彦根城周辺】

３

国土地理院地図（空中写真）



Kinki Local Finance Bureau Ministry of Finance

③【彦根地方合同庁舎】

②【大津地方検察庁彦根支部及び
旧彦根拘置支所】

➀【彦根法務総合庁舎整備予定地】

大津地方裁判所
彦根支部

４

【彦根市全体図】



Kinki Local Finance Bureau Ministry of Finance

西脇地方合同庁舎の10条調整

所在地 兵庫県西脇市西脇885-30
敷 地 2,487.91㎡
建 物 建646.12㎡/延2,370.99㎡
入 居 西脇公共職業安定所ほか

狭あい解消及び
新たな行政需要への対応

【西脇地方合同庁舎】

空きスペースの有効活用

入居等予定官署 調整床面積 調整内容

西脇公共職業安定所 約150㎡
拡充

令和７年度

西脇労働基準監督署 約48㎡
拡充

令和７年度

５



国公有財産の最適利用(ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ)について

報告事項

第１３６回国有財産近畿地方審議会



Kinki Local Finance Bureau Ministry of Finance

政府方針における国公有財産の最適利用

１

経済・財政再生アクション・プログラム
（平成27年12月24日経済財政諮問会議決定）【抜粋】

 ３．主要分野毎の改革の取組

［２］社会資本整備等

（１）持続可能な都市構造への転換と公共施設のストックの適正化

（略）

国公有地の未利用資産等の有効活用を推進する。未利用資産等や売却可能な資産
に関する情報の「見える化」を進め、これらについて、国と地方公共団体が連携し、
民間からの提案も活用しつつ、最適利用の促進を図る。

【経済・財政再生アクション・プログラム 参考資料】

4)地域における国公有財産の最適利用に向けたプランの策定と定期的な点検

ａ）全市町村等と財務省財務局・財務事務所で互いに連携窓口を設置、一件別情報の
提供、協議会の設置、情報共有等による最適利用について実現可能性を検討し、最
適利用プランの策定を行う。

ｂ）各地域の国公有財産最適利用の進捗状況をフォローアップし公表する。なお、有
効活用に当たっては、立地適正化計画が策定されている区域については同計画を踏
まえて行う。



Kinki Local Finance Bureau Ministry of Finance

国公有財産の最適利用とは

地域の様々な課題の解決に向けて、地域における国有

財産の総括機関である財務局が、国有財産を管理する各

省各庁を取りまとめ、

①国、地方公共団体、その他の機関と相互に連携し、

②一定の地域(エリア)に所在する国公有財産等の情報

を面的に共有し、

③中長期的な観点から、地方公共団体の意向を尊重し

つつ、庁舎をはじめとする公用財産等の最適利用に

ついて調整すること。

２
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地域における国公有財産の最適利用イメージ

３



Kinki Local Finance Bureau Ministry of Finance

国公有財産の最適利用プラン（滋賀県甲賀市）

対象財産の概要

〇旧甲賀公共職業安定所
 所在地 滋賀県甲賀市水口町本町３－１－１６
 敷  地 2,149.87㎡
 建  物 昭和50年築鉄筋コンクリート造

地上2階
建339㎡/延590㎡

最適利用の基本方針

滋賀労働局甲賀公共職業安定所は、老朽化が著しく、また、行
政需要の増加や新規事業の開始による利用者や窓口の増加によ
り、非常に狭あいとなっており、建替えを検討していた。

甲賀市は、市役所周辺の土地を一団地の官公庁施設として指
定（昭和52年計画決定）しており、就労支援事業や雇用・人材
確保事業において、協力体制の強化を図ることができることから、滋
賀労働局と協力して、当該地への移転を調整しており、今般、市
役所の駐車場の一部を滋賀労働局が取得し、公共職業安定所を
移転することとなったものである。

これにより、国は庁舎の老朽・狭あいを解消し、市は公共職業安
定所が市役所に隣接することで就労支援及び雇用・人材確保の
観点から地域住民や地域事業所への一層のサービス向上ができる
ことから、国公有財産の最適利用を図るものである。

対象（計画）期間

令和７年度 市役所駐車場敷地の一部を滋賀労働局へ処分
令和11年度 甲賀公共職業安定所竣工

庁舎等利用計画図

旧甲賀公共職業安定所

甲賀公共職業安定所整備予定地

国土地理院地図を加工して作成

拡大図

市国有地を活用し、老朽化等が
進む公共職業安定所を整備

公共職業安定所が市役所に隣
接することにより、ワンストップサー
ビスを実現

４
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甲賀公共職業安定所

甲賀公共職業安定所
整備予定地

写真②

国土地理院地図（淡色
地図）を加工して作成

甲賀公共職業安定所（写真➀）

【写真➀】

【写真②】

国土地理院地図を加工して作成

移転

５

【甲賀公共職業安定所】

甲賀市役所

甲賀公共職業安定所整備予定地
（市役所駐車場の一部）

甲賀市役所

郵便局→

法務局

税務署

甲賀公共
職業安定所
整備予定地
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国公有財産の最適利用プラン（滋賀県彦根市）

対象財産の概要

最適利用の基本方針

彦根市は彦根城の世界遺産登録を目指し、彦根城内に所在する
官署（検察）の移設に向けて、調整を進めているところ。

また、彦根市では、将来の人口減少等を踏まえ、市民に必要な都
市機能等の維持・確保を目的に立地適正化計画を策定し、彦根
駅を中心としたコンパクトな都市づくりを目指しており、公共施設につ
いて、周辺地域へ誘導を促していることから、法務省の庁舎整備
（検察の移転）にあたり彦根市と連携することとなったもの。あわせて、
法務局については、彦根市との連携業務も多く、市役所近辺に有る
ことが望ましいため、移転整備により連携を図るもの。

なお、法務局の移転に伴い生じるスペースは、滋賀労働局の狭隘
解消や自衛隊滋賀地方協力本部彦根地域事務所の移転（民間
借受の解消）等により、有効活用を図ることとしている。

上記プランにより、国は官署の集約等、彦根市は彦根城周辺の整
備及び土地区画整理事業地内の未利用地の活用による都市の活
性化や、法務局移転による行政サービスの向上など、地域ニーズも
踏まえた国公有財産の最適利用を実現するもの。

対象（計画）期間

令和11年度 移転・供用開始
令和6年～：調査・新庁舎設計、令和9年～：新庁舎整備・新営 国土地理院地図を加工して作成

庁舎等利用計画図

市のまちづくり（彦根城周辺整備
及び彦根駅周辺への都市機能の
誘導）に連携するために国の庁舎
を移設・再整備

大津地方法務局彦根支局
（彦根地方合同庁舎に入居）

彦根法務総合庁舎整備予定地

大津地方検察庁彦根支部

自衛隊滋賀地方協力本部
彦根地域事務所

拡大図○彦根地方合同庁舎
 所在地：彦根市西今町58-3外
 延床面積：2,770.12㎡
 構  造：SRC-3外
 階  数：3階

○彦根法務総合庁舎
所在地：彦根市駅東町(未定)
延床面積：2,554.00㎡
構   造：RC-4造外
階   数：4階

彦根法務総合庁舎整備予定地

６
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国公有財産の最適利用プラン（大阪府貝塚市）

庁舎等利用計画図

対象財産の概要

○貝塚合同宿舎
所在地 大阪府貝塚市二色１丁目２
敷   地 25,143.51㎡
建   物 平成５年及び６年築
           地上５階６棟、地上１４階２棟
           延33,248.55㎡

最適利用の基本方針

貝塚市では、「貝塚市地域防災計画（令和5年7
月）」を策定し、南海トラフ巨大地震等の大規模災害
時において、適切な災害応急活動が実施できるよう、活
動拠点及び備蓄拠点を計画的に整備しているところで
あるが、各拠点施設に緊急参集し、初動活動を行う職
員の居住施設の確保等が課題となっていた。
そのため、貝塚合同宿舎の空き室を、南海トラフ巨大
地震等に備えるため、貝塚市の緊急参集職員の居住
施設として、貝塚市へ使用許可を行うことで活用を推進
し、地域社会のニーズである、災害時活動等の拠点づく
りを支援し、行政財産の有効活用につながるよう最適利
用を図るものである。

対象（計画）期間

令和６年２月～ 貝塚市緊急参集職員の入居開始

貝塚市役所
（災害対策活動拠点・備蓄拠点）

貝塚合同宿舎
（4・5号棟津波避難ビル）

中心市街地等の災害時
活動の拠点づくりを支援

地域防災力向上に寄与

二色センター
（備蓄拠点）

市民文化会館
（物資輸送拠点）

市立貝塚病院
（医療活動拠点）

国土地理院地図を加工して作成
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宇治市

対象財産

国公有財産の最適利用プラン（京都府宇治市）

対象財産の概要
〇宇治少年院跡地

 所在地 宇治市五ケ庄三番割25番38
 区 分 土地
数 量 7,906.63㎡

最適利用の基本方針

宇治市は、学校給食センターの早期整備を目指し、用地選定を
進めていたが、整備計画における条件に見合った土地の確保が難
航していた。

国では、宇治少年院敷地の跡地利用を検討する中で一部に余
剰地が生じることとなったが、本財産は市街化調整区域内に所在し
ており、売却にあたり一般への需要が懸念されていた。

本財産が宇治市の条件を満たす適地であったことから、国と宇治
市で開催した国有財産有効活用連絡会議において必要性や処理
時期等を協議し、速やかに普通財産として引き受け、早期に売買
契約を締結する運びとなった。

宇治市は、令和８年度には市内すべての市立中学校（10校）
に給食を導入できる見込みであり、地域ニーズを踏まえた国公有財
産の最適利用が実現できるもの。

対象（計画）期間

令和５年度  法務省より一般会計普通財産として引受
令和６年度～ 売買契約、宇治市において施設設計・整備
令和８年度  給食センター供用開始予定

庁舎等利用計画図

大阪国際空港庁舎

黄檗公園

対象財産
7,906.63㎡

国土地理院地図を加工して作成

国の余剰地を活用した、地域
ニーズに対応した地方公共団
体による施設整備

宇治少年院跡地
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